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Ⓐ 国土のグランドデザイン2050

■本格的な人口減少社会の到来、巨大災害の切迫等に対する危機意識を共有
■2050年を見据え、未来を切り開いていくための国土づくりの理念・考え方を示す「国土の
グランドデザイン2050～対流促進型国土の形成～」を策定

出典：国土のグランドデザイン2050～対流促進型国土の形成～ 国土交通省 2014年7月

１．日本全体の社会動向 資料４(参考)
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Ⓑ 官民ITS構想・ロードマップ2018

■「世界一の ITS を構築・維持し、日本・世界に貢献する」ことを目標に、平成26年度以降「官民 ITS 
構想・ロードマップ」を策定、改定

出典：高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部・官民データ活用推進戦略会議 平成30年6月15日

１．日本全体の社会動向
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◎将来の社会のあり
方に影響を及ぼす
新たな技術（IoT、
ロボット、AI、
ビッグデータ等）
の開発が進展

◎これらの新技術は
将来の都市像へも
多大な影響が予測

◎国土交通省都市局
はこれら新技術の
活用を想定した
「スマートシ
ティ」への考え方
について中間とり
まとめを公表（平
成30年8月）

◎自由が丘地区の将
来像の方向につい
て、これらの考え
方にも留意が必要
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現在、我が国の都市行政においては、社会経済情勢の変化に伴い、人口減少・超高 齢社
会、厳しい財政制約等の諸課題が顕在化する中、住民生活を支える様々なサービ ス機能が
確保された持続可能な都市構造を実現するため、誘導手法の導入・活用等に よりコンパク
ト・プラス・ネットワークのまちづくりを推進しているところである。
そのような状況の中、2018 年 6 月 15 日に閣議決定された「未来投資戦略 2018－

「Society 5.0」 「データ駆動型社会」への変革－」においても、 “まちづくりと公共交
通・ICT 活用等の連携によるスマートシティ”として、 『まちづくりと公共交通の連携
を推進し、次世代モビリティサービスや ICT 等の新技術・官民データを活用した「コ ン
パクト・プラス・ネットワーク」の取組みを加速するとともに、これらの先進的技 術をま
ちづくりに取り入れたモデル都市の構築に向けた検討を進める』と記述される など、先端
技術の実装という世界的な潮流の中で、現在進めている政策の中に、ICT 等の新技術の要
素をどのように取り込み、都市の課題解決に向けて、より高度で持続 可能な都市を実現す
るために、何が必要かを検討し、社会実装に向けた動きを進める 必要がある。
スマートシティに関する取組みは、これまでも日本国内のみならず、世界的にも多 く報

告されている。スマートシティという言葉の定義は、これまでも様々な機関で定 義されて
いるが、本中間とりまとめにおいては、 『都市の抱える諸課題に対して、ICT 等の新技術
を活用しつつ、マネジメント（計画、整備、管理・運営等）が行われ、全 体最適化が図ら
れる持続可能な都市または地区』と定義した（図－１）

Ⓒ スマートシティの実現に向けて

出典：スマートシティの実現に向けて【中間とりまとめ】平成30年8月 国土交通省都市局

１．日本全体の社会動向



スマートシティが実現する社会 ー生活者の視点ー
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（１）生活の質を高める余剰時間

スマートシティが実現した社会では、
ICT 技術の進展により、生活者は物理
的な距離を越えて、リアルタイムに情
報の収集と共有が出来るようになる。
これにより、生活者は、物理的な距離
や時間的な制約から解き放たれること
になる。このことは、例えば生活者の
時間の使い方に影響を与え、一人一人
にとって有限な時間を、最適かつより
自由に使うことを可能とする。従来、
安全･安心、かつ最低限な暮らしを維持
するために割かれていた、通勤や買物、
通院等の基本的な欲求を満たすための
時間を、自己実現のための社会貢献や
再教育、人的交流、体験等、より高次
な欲求を満たすための創造的な活動や、
余暇の活動に費やせるようになり、個
人の生活の質（QOL：Quality of 
Life）を高められると考えられる。
これまで、物理的な距離の制約によ

り、生活者は限られた多くの時間を、
施設への 移動に費やさなければならな
かった。スマートシティが実現した社
会では、物理的な 距離の問題の多くが
解消され、生活者はそれにより削減･短
縮された余剰の時間を自らの生活の質
を高めるための活動や、自己実現欲求
を満たす活動や、付加価値の高い活動
などに対し、充てることができるよう
になると考えられる。

（２）経験の充実を図る場所としての都市

生活者はスマートシティが実現した社会で新たに生まれた余剰の時間を、デー
タでは代替できない、実際の都市で様々なヒト・モノ・コトに出会うための経験
的な活動に充てると考えられる。それは、生活者が自己実現欲求を充たすための
「人に出会い、交流の中で啓発を受けること」「希有な物品の展示を見に行き、
感動すること」「共通の目的や趣味をもつコミュニティの活動に参加し、現場で
モチベーションを共有すること」等の経験的な活動である。これら、その場所に
居ることでしか得られない対面接触の経験は、生活者にとって重要な価値をもつ
ことになる。
少なくとも近い将来においても、生活者はまちに出向き、人との対面によるコ

ミュニケーションを通じて、知識の交換と様々な発見、発明を行うことで、都市
の生産性を高めるようなイノベーションを起こしていくことが考えられる。これ
は ICT 分野がここ数十年の間に、指数関数的に成長してきているなかでも、イ
ノベーション活動が地理的に集積しつづけていることから予見される。個人や事
業所の共同研究等の創造的な活動では、対面接触によるアドホックで緊密な意思
疎通ができる物理的な近接性が依然として重視される。重要なアイデアは、同じ
建物のなかの、同じ空間を共有する人々の間での雑談や立ち話等、対面の「何気
ない会話」からでも生まれるものである。



スマートシティが実現する社会 ー都市の管理者・運営者の視点ー

①静的データ利用から動的データの利用へ

②マクロの視点からミクロの視点へ

③エピソードベースからエビデンスベースへ

④分野個別の解から分野横断の解へ
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目指すべきスマートシティのコンセプトとイメージ
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＜個別最適から全体最適へ＞

これまでのスマートシティの取組み
においては、エネルギー利用の最適化、
気象観測データに基づく防災情報の迅
速な提供など、様々な分野で ICT 等の
新技術の導入によってこれまで想定す
らできなかったような最適解の発見と
具体化を実現してきている。これらの
新技術は少子高齢化 への対応や、市民
の安全・安心の確保をはじめ、様々な
分野の都市問題の解決に大いに寄与し
ている。

しかし、元来、都市は多様な主体が
多様な活動を行っている場であり、１
つの分野、 あるいは１つの主体にとっ
ての最適解が都市全体にとっての最適
解にならない場合 が多々あることから、
都市計画とは分野間、主体間の総合調
整、合意形成により全体 最適を目指す
営みそのものとなっている。そのよう
な認識の下、これまで都市全体を 捉え、
土地利用、交通、環境等、トータルな
解決策を提供してきた国土交通省都市
局 として、ニーズとシーズに立脚した、
都市全体の観点からの全体最適を提供
すること をスマートシティの取組みの
コンセプトとする。

＜コンパクトシティ政策との関係＞

コンパクトシティ政策により都市機能や居住が物理的に集積されることに併せ、
ス マートシティによる分野横断かつ全体最適のコンセプトが加わることで、行
政サービ スの効率化をはじめ、社会インフラのより最適な利用、安全・安心の
確保等が図られ、 都市の利便性、効率性、生産性の向上へとつながることが期
待される。また、拠点間 のネットワークについても、効率的に人やモノの流れ
が生まれることが期待される。
スマートシティの進展により、人々の行動様式や移動形態に変化が生ずる可能

性が 高い。しかし、仮に人の義務的な移動が減ったとしても、 フェイス・
ツー・フェイスの交流はむしろ価値が高まることから、人の交流や快適性 の向
上をより高次に実現できる可能性をもったスマートシティへの取組みは、コンパ
クトシティ政策の重要な要素となる。
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Ⓓ 2040年、道路の景色が変わる
～人々の幸せにつながる道路～

■ポストコロナの新しい生活様式や社会経済の変革も見据えながら、2040年の日本社会を念
頭に、道路政策を通じて実現を目指す社会像、その実現に向けた中長期的な政策の方向性
を提案するビジョン

出典：2040年、道路の景色が変わる～人々の幸せにつながる道路～ 国土交通省 2020年6月

２．都市空間・都市生活
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Ⓔ ニューノーマルに対応した新たな都市政策は
いかにあるべきか

■新型コロナ危機を契機として、人々の生活様式は大きく変化。これに伴い、「働き方」や
「暮らし方」に対する意識や価値観が変化・多様化。

■このような変化・多様化に対応するため、都市は、人々のライフスタイルに応じた多様な
働き方・暮らし方の選択肢を提供していくことが必要

出典：デジタル化の急速な進展やニューノーマルに対応した都市政策の在り方検討会 中間とりまとめ 国土交通省 2021年4月

２．都市空間・都市生活
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Ⓕ デジタルから考えるデジタル田園都市国家構想

出典：第1回デジタル田園都市国家構想実現会議資料 デジタル庁 2021年11月

３．地方都市の目指す姿

■産学官の連携の下、地方が抱える課題をデジタル実装を通じて解決し、誰一人取り残され
ず全ての人がデジタル化のメリットを享受できる心豊かな暮らしを実現。地域の個性を活
かした地方活性化を図り、地方から区に全体へのボトムアップの成長を実現し、持続可能
な経済社会を目指す
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■実現に向けた取り組み（１/２）
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■実現に向けた取り組み（２/２）
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